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１ 山田町パートナーシップ・ファミリーシップ制度とは

山田町は、一人ひとりが互いの人権を尊重し、お互いを認め合うこ

とで心豊かな人間性を育み、誰もが性別にかかわりなく個性と能力を

十分に発揮できるまちづくりを目指し、令和８年４月１日から「山田

町パートナーシップ・ファミリーシップ制度」を導入します。

「山田町パートナーシップ・ファミリーシップ制度」とは、性別や

性自認、性的指向にかかわらず、互いを人生のパートナーとし、日常

生活において相互に支え合うことを約束したお二人が、町に宣誓をし、

町がその宣誓書を受領したことを公に証明する制度です。現行の婚姻

制度を利用できない性的マイノリティのカップル等のほか、事実婚の

男女カップルも利用することができます。

また、宣誓する方に子・親（養子・養親を含む）がいらっしゃる場

合、家族として協力し合う関係であることを併せて宣誓することがで

きます。

この制度は婚姻制度とは異なり、法律上の効力（相続、税の控除

等）が生じるものではありませんが、誰もが大切なパートナーや家族

とともに、自分らしく暮らしていけるよう、町が応援するものです。
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２ 制度を利用できる方

■パートナーシップ

宣誓をされるお二人が、以下のすべての要件を満たす必要があります。

・民法で定められている成年（18歳）に達していること

・少なくとも一方が町内に住所を有していること又は宣誓後３カ月以

内に当町へ転入を予定していること

・配偶者がいないこと

・宣誓する方以外とパートナーシップ関係がないこと

・民法で定められている近親者でないこと

（下図の関係（続柄）の方は制度を利用できません。

ただし、養子縁組によって近親者となった場合を除きます。）

■ファミリーシップ

・対象とする子（15歳以上）、親の同意が得られていること

◎制度を利用できない者（近親者等）

本人

①父母

②祖父母

③曾祖父母

③おじ・おば

②兄弟姉妹

③おい・めい①子

②孫

③ひ孫

①配偶者

②配偶者

③配偶者

③曾祖父母

②祖父母

①父母

配偶者

①子

③ひ孫

②孫

直系 傍系

血族

姻族
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３ 手続きの流れ

（１）宣誓日の事前予約
・宣誓を希望する日の10日前までに電話又はメールで予約ください。

＜担当＞政策企画課 まちづくり推進係
電 話 0193-82-3111（内線：363）受付時間 午前 9時～午後5時

（土・日・祝日・年末年始を除く）
メール SC07-2102＠town.iwate-yamada.lg.jp

（２）必要書類の事前提出
・宣誓日の10日前までに必要書類を下記担当まで郵送又はご持参ください。

（必要書類は５ページをご覧ください。）

＜提出先＞〒028-1392 岩手県下閉伊郡山田町八幡町3-20
山田町政策企画課 まちづくり推進係 あて

（３）宣誓日
・予約日に、宣誓するお二人そろってお越しください。
・本人確認書類により、本人確認をします。
・パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓書に署名をしていただきます。

【双方又は一方が山田町在住の場合】

【双方が町外在住（転入予定）の場合】

「宣誓書受領証」及び「宣誓書受領証カード」を交付します。

「転入予定受付票」を交付します。

▼山田町に転入後
「転入完了申出書」等の必要書類を提出ください。
「宣誓書受領証」及び「宣誓書受領証カード」を交付します。
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４ 届出に必要なもの

■パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓に際し必要な書類等は以下のとおりです。

［事前提出時］

必要書類等 備 考 チェック

宣誓届 ・様式第１号 □

住民票の写し又は
住民票記載事項証明書

・３カ月以内に発行されたもの。
・本籍、個人番号の記載は不要です。
・同一世帯の場合は１通で構いません。

□

転入予定であることがわかる書類
（双方が町外在住の方のみ）

・転出証明書又は物件売買契約書の写し等
※転出後、住民票の写しを提出いただきます。 □

戸籍抄本
（本籍地の市区町村で取得できます）

・３カ月以内に発行されたもの。
・ファミリーシップの宣誓も希望する場合は、対象
となる子・親を含め申請し、交付を受けてください。

・外国籍の方は、配偶者がいないことを確認できる
大使館等公的な機関が発行する書面とその日本語訳文。

□

同意書
（ファミリーシップも併せて宣誓する方のみ）

・様式第２号
・ファミリーシップの対象としたいお子さん・親御さん
から同意書をいただいてください。

※病気や障害等により自署が困難な場合は、代筆でも構
いません。また、15歳未満の子については同意書
は不要です。

※制度の趣旨をよく説明し、理解を得た上での宣誓をお
願いします。

※ファミリーシップに氏名を記載されている方が、受領
証等から氏名の削除を希望する場合には、本人の申し
立てにより、削除することができます。

（15歳未満の子については、満15歳に達した時点で申
し立て可能）

□

通称名が確認できるもの
（通称名を使用する方のみ）

・日常的に通称名を使用していることが分かるもの２点
以上ご提示ください。

【例】社員証、学生証、通帳診察券、公共料金請求書、
郵便物等

□

［宣誓日（予約し、来庁する日）］

必要書類等 備 考 チェック

宣誓書 ・様式第３号 ※町で用意します。 □

本人確認書類（原本）

・官公署が発行した顔写真付きの身分証明書
【例】運転免許証、マイナンバーカード、パスポート等
※上記がない場合は、健康保険証、年金手帳、介護保険
の被保険者証など２点以上（いずれも有効期限内のも
のに限る）

□

［双方とも町外在住の場合、転入後に提出が必要な書類等は以下のとおりです。］

必要書類等 備 考 チェック

転入完了申出書 ・様式第７号 □

転入後の住民票の写し又は
住民票記載事項証明書

・転入から14日以内 □

転入予定受付票
（宣誓日に交付したもの）

・転入予定受付票と引き換えに、パートナーシップ・
ファミリーシップ宣誓書受領証及び受領証カードをお
渡しします。

□

本人確認書類（原本） 上記参照 □



6

５ 交付書類

■宣誓書に署名いただいた後、以下の書類を交付します。

（１）パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓書受領証【様式４号】（A4サイズ１枚）

（２）パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓書受領証カード【様式５号】
町が、パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓書を受領したことを証する運転免
許証サイズの携帯用カードです。宣誓者それぞれに１枚交付します。

（表） （裏）

（表） （裏）
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６ その他の手続き

［再交付手続き］

再交付事由 様式 備考

紛失
・再交付申請書（様式第８号）
※申請者の本人確認書類を添付ください。

・再交付後に紛失した受領証等が見つ
かった場合は、速やかに返還ください。

毀損、汚損等
・再交付を受ける受領証又は受領証カー
ドを添付してください。

［届出事項の変更等手続き］

必要書類等 様式 添付書類
受領証等
の添付

住所

・届出事項変更届（様式第９号）
※届出者の本人確認書類を添付く
ださい。

・住民票の写し又は
住民票記載事項証明書

不要

氏名 ・戸籍抄本 要

通称名
・通称名を使用している
ことが確認できる書類

要

子又は親の新たな加入
・対象者の戸籍抄本
・同意書

要

子又は親のファミリーシップからの削除 ― 要

子又は親本人の申し出による
ファミリーシップからの削除

・申立書（様式第10号） ・申出者の本人確認書類 要

［返還手続き］

返還事由 様式 備考

パートナーシップを解消したとき

・返還届（様式第11号）
※届出者の本人確認書類
と宣誓書受領証、受領
証カードを添付くださ
い。

・お1人での手続きも可能ですが、その場
合、一方の方へ届出を受理したことを通
知します。

宣誓者の一方が死亡したとき

・新たに別の方とパートナーシップ・ファ
ミリーシップの宣誓をする場合、全ての
交付書類を返還する必要があります。

・ファミリーシップに子又は親の氏名が記
載されている場合で、死亡した宣誓者を
除いた宣誓者及び子又は親が希望する場
合には、ファミリーシップを継続するこ
とができます。その場合は、「届出事項
変更届（様式第９号）」を提出ください。

宣誓者の双方が町外に転出したとき
・転勤、親族の介護等やむをえない事情に
より、一時的に町外に移動される場合を
除きます。

その他届出の要件を満たさなくなったとき
―

宣誓が無効とされたとき
―

新しい受領証又は変更後の事項が記載された受領証等は、窓口での交付又は届け出てある住

所へ郵送します。郵送の場合は、送料をご負担いただきます。また、窓口での交付の場合は、
事前に連絡の上、本人確認書類を持参ください。（お1人でのお手続きが可能です。）

※返還された受領証等が必要な方はお申し出ください。無効処理後、お返しします。
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□当事者間にパートナーシップ・ファミリーシップを形成する意思がないとき

□宣誓届等の内容に虚偽があったとき

□宣誓日以降に宣誓の要件を満たしていないことが判明したとき

□双方とも転入予定として宣誓をした後、宣誓日から３カ月を経過しても、転
入を証明する書類を提出しないとき

□受領証等の不正使用（受領証等の複製、改ざん等を含む）や濫用、若しくは
公序良俗に反する使用が発覚したとき

次の場合は、パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓を無効とします。

※無効となった場合、受領証及び受領証カードを返還してください。
※無効とした受領証の交付番号は、町ホームページ等で公表します。

７ 自治体間連携について

自治体間連携を結んでいる自治体間で住所を異動する場合、転入先の自治体
で継続申請することで、次の手続きを省略することができます。

【山田町から転出する場合】
・山田町への受領証等の返還

【山田町に転入する場合】
・再度の宣誓手続
・戸籍抄本等、現に婚姻していないことを証明する書類の提出

必要書類等 備 考

宣誓継続申告書

・様式第12号

【自治体間連携市町村】
盛岡市・宮古市・大船渡市・花巻市・北上市・久慈市・遠野市
一関市・陸前高田市・二戸市・八幡平市・奥州市・滝沢市
紫波町・矢巾町・平泉町・洋野町

［転入手続き（自治体間連携市町村）］

※連携自治体は、変更となる可能性がありますので、最新の連携状況について
はお問合せください。

※市町村により、同性間のみのパートナーシップ制度である場合やファミリー
シップ制度を導入していない場合もあります。あらかじめ、転入先の市町村
の要件をご確認ください。
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８ Q＆A

Q１ 山田町パートナーシップ・ファミリーシップ制度とはどのようなものですか。

A 【パートナーシップ】
現行の婚姻制度を利用できない（又は利用しない）お二人が互いを人生のパー

トナーとして、日常生活において相互に責任を持ち、継続的に協力し合うことを
町に宣誓することができる制度です。

【ファミリーシップ】
パートナーのお子さんや親御さんとの、家族としての関係性についても、併せ

て宣誓することができます。※ご本人の同意が必要です。

宣誓書を受領した場合、町から「パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓書
受領証」等を交付します。

Q２ パートナーシップ制度と婚姻制度の違いはなんですか。

A 婚姻は法律に基づく行為で、相続等財産上の権利や、税金の控除、親族の扶養
義務者等様々な権利・義務が発生します。一方、パートナーシップ制度は、町の
要綱に基づいて実施するため法的な効力はなく、宣誓を行うことにより、戸籍や
住民票の記載が変わることもありません。

Q３ 対象は同性パートナーだけですか。

A 宣誓要件を満たしていれば、戸籍上の性別にかかわらず宣誓することができま
す。性的マイノリティカップルや異性間の事実婚も対象となります。

Q４ 宣誓書受領証は、公的な本人確認書類として使用できますか。

A 使用できません。この制度は、お二人が互いにパートナー関係であることや、
お子さん、親御さんと家族関係にあることを町に宣誓し、町が宣誓書を受領した
事実を証明するものです。

Q５ 宣誓することによるメリットはなんですか。

A 町からの受領証交付により安心感を得られることのほか、これまで受けられな
かった行政や民間のサービスを受けられる可能性が広がること、パートナーや家
族としての社会的配慮を受けやすくなること、お二人やお子さん、親御さんとの
関係性を説明しやすくなることなどが挙げられます。

Q６ 子や親も対象とするのはなぜですか。

A 婚姻制度を利用できないパートナー同士が、その関係を対外的に説明すること
が難しいことに起因する困難は、互いのお子さんや親御さんにも及ぶものと考え
られます。例えば、一方の親が病気になったときの介護や病院のお手続き、お子
さんの保育園送迎や通院介助等をパートナーが行うことが想定されます。そのよ
うな場面で、説明をスムーズに行うことができるよう希望に応じ、お子さん・親
御さんについても受領証に氏名を記載できるようにしたものです。
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Q７ どんなサービスが受けられますか。

A サービス等については、家族として利用できることが広がるよう、順次見直し
を進め、町ホームページ等で随時情報を更新してまいります。
今後も様々なサービスが広がるよう、民間事業者や町民の皆様に対して、町か

ら協力を呼びかけてまいります。

Q８ 外国籍の方も利用できますか。

A 外国籍の方も利用できます。
日本大使館が発行する婚姻要件具備証明書（配偶者がいないことが確認できる

書類）、独身であることを証明できる書類とその日本語訳を添付してご提出くだ
さい。なお、パートナーシップ・ファミリーシップの宣誓をしても、在留資格や
在留期間は変わりません。
※証明書は、６カ月以内に発行されたもの

Q９ 外国で同性婚をしているカップルは宣誓できますか。

A 日本国内では婚姻が成立していないため、宣誓することができます。

Q10 パートナーと養子縁組をしていても宣誓できますか。

A お二人が近親者（養子縁組によって近親者となった場合を除く）でなければ宣
誓が可能です。

Q11 同居していないと制度を利用できませんか。

A 少なくともどちらか一方が町内に在住、又は転入予定であれば、必ずしも同居
している必要はありません。

Q12 山田町に住んでいなくても宣誓することはできますか。

A どちらか一方が町内在住、または転入予定であれば、宣誓可能です。

Q13 ファミリーシップの要件はなんですか。

A 対象となる方は、宣誓者のお子さん又は親御さんになります。
対象とするお子さんと親御さんとの住所や生計同一を問いません。
15歳以上の方については、本人の自署による同意書が必要ですので、ご家族で

十分に話し合い、宣誓ください。
詳しくはご相談ください。

Q14 パートナーシップ・ファミリーシップを解消する場合はどうしたら良いですか。

A 宣誓書受領証返還届をご提出いただき、受領証と受領証カードを返還いただき
ます。

Q15 宣誓書等の記入は代筆でもよいですか。

A 文字を書くことが困難な場合は、宣誓者本人の意思確認ができれば代筆可能です。



11

Q16 なりすましや偽造の悪用はされませんか。

A 宣誓を受ける際、住民票や戸籍抄本等の提出を求めるほか、必ずご本人にお越
しいただき、本人確認を行うことで、なりすまし等の悪用を防止します。
万が一、悪用等が判明した場合は、宣誓を無効とし、無効となった受領証等の

交付番号を町ホームページ等で公開します。

Q17 受領証・受領証カードに有効期限はありますか。

A 有効期限はありません。

Q18 通称名は使用できますか。

A 性別違和等の理由がある場合、通称名を使用することができます。
受領証や受領証カードの裏面に戸籍上の氏名を記載します。

Q19 プライバシーは守られますか。

A 宣誓に際して、個室での受付をご希望される場合は、予約時にその旨をお伝え
ください。また、提出された書類や記載内容等の個人情報については、厳重に管
理します。

Q20 町外に転出する場合はどうすればよいですか。

A お二人とも町外へ転出する場合は、返還届を提出の上、受領証及び受領証カー
ドを返還ください。ただし、転勤や親族の介護等やむをえない事情により、一時
的に町外へ移動される場合は、返還届の提出は不要です。
また、山田町と連携を行っている自治体に転出される場合は、転入先の自治体

で継続手続きを行うことで、山田町への受領証の返還は不要となります。

Q21 転出先で受領証等を引き続き使用することは可能ですか。

A この制度は、自治体ごとに定めたものですので、山田町が発行した受領証を転
出先の自治体で引き続き使用することはできません。転出先の自治体が、パート
ナーシップ制度を実施している場合は、改めて手続きが必要となります。なお、
山田町と連携を行っている自治体に転出される場合は、転入先で継続手続きを
行ってください。

Q22 代理人等による手続きは可能ですか。

A 原則として代理人による手続きはできません。
ただし、病気等のご事情で困難な場合は、ご相談ください。

Q23 郵送での手続きは可能ですか。

A 事前の書類提出については、郵送での提出は可能です。
ただし、宣誓日には、意思確認と本人確認をする必要があるため、宣誓される

お二人でお越しいただき、宣誓書に署名していただきます。病気等のご事情で困
難な場合は、ご相談ください。
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Q25 ファミリーシップの対象にする子どもや親も、手続きに連れて行く必要があ
りますか。

A ご同行いただく必要はありません。
ただし、ファミリーシップの宣誓にあたっては、15歳以上の方には同意書をい

ただきますので、ご家族でよく相談ください。

Q26 宣誓に費用はかかりますか。

A 費用はかかりません。
ただし、宣誓の際に必要となる書類（住民票や戸籍抄本等）の交付手数料は、

自己負担となります。

Q27 土日など休みの日に宣誓をすることできますか。

A 原則、宣誓は午前９時～午後５時までの間で受け付けております（土・日・祝
日・年末年始を除く）。ただし、特段のご事情により、上記日時での宣誓が難し
い場合は、ご相談ください。

Q28 宣誓書類はどこで手に入れることができますか。

A 町ホームページからダウンロード可能です。
また、山田町政策企画課（庁舎３階）でも準備しています。

Q29 受領証や受領証カードを紛失したらどうすればよいですか。

A 受領証や受領証カードを紛失したり、破損や汚損した場合は、再発行が可能で
す。「再交付申請書（様式第８号）」を提出してください。

A 宣誓者のプライバシーの確保と、本制度に規定する要件確認に時間を要すため、
事前予約と10日前までの書類提出をお願いしています。

Q24 事前に予約や書類提出が必要なのはなぜですか。
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９ 利用できる行政サービス

制度・サービス名 制度内容・注意点 問い合わせ先

納税相談
・納税に関する相談
※来庁者本人の本人確認
※パートナーシップ宣誓受領証の提示

税務課

税証明の交付
・所得証明書、納税証明書、資産証明書の申
請、受領

※委任状が必要です。

縦覧制度に基づく縦覧期間内の土地・家屋価格等
の縦覧、固定資産課税台帳（名寄帳）の閲覧、写
しの交付

・土地・家屋価格等の縦覧又は固定資産税台
帳（名寄帳）の閲覧及び交付
※納税通知書等の持参又は委任状が必要です。

税の納付書の再発行
・納付書の再発行
※納税通知書等の持参が必要です。

税の課税内容の照会
・窓口における、課税状況の照会対応
※納税通知書等の持参が必要です。

軽自動車税（種別割）の申告手続き

・申告兼標識交付申請
（原動機付自転車・小型特殊自動車）
・廃車申告兼標識返納
（原動機付自動車・小型特殊自動車）

罹災証明書の申請
（火災以外の自然災害）

・罹災証明書の申請、受領
※罹災者本人からの委任状が必要です。

り災証明書の申請
（火災に起因するもの） ・り災証明書の申請、受領

山田消防署
（0193-82-3139）

救急搬送証明書の申請 ・救急搬送証明書の申請、受領

住民票の交付
同一世帯員の場合、委任状を用意せずに住民
票の発行ができる。

町民課

ハロー赤ちゃん教室などの各種教室
・パートナーと一緒に教室に参加可能
・パートナーの子の保護者として教室に参加
可能

健康子ども課

［パートナーに代わり、申請・受領・照会・相談ができるもの］

［パートナー（及びファミリーシップを宣誓した方）を家族とみなして制度が適用されるもの］

制度・サービス名 制度内容・注意点 問い合わせ先

教育・保育給付認定申請
（許可保育所入所申込含）

・教育保育給付認定及び保育の提供について
パートナーの子の保護者として申請
※パートナーシップ宣誓受領証の提示

健康子ども課施設等利用給付認定申請
（幼児教育・保育無償化認定申請）

・施設型給付を受けない幼稚園の保育料等、
幼稚園や認定こども園の預かり保育料、認
可外保育施設等の保育料の無償化について、
パートナーの子の保護者として申請

※パートナーシップ宣言受領証の提示

母子健康手帳の交付
配偶者等と同様に代理申請、受領
※本人の承諾が必要
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制度・サービス名 制度内容・注意点 問い合わせ先

要介護認定の申請・取下げ
家族による申請と同様に、要介護認定の申
請・取り下げができる

長寿福祉課

介護保険被保険者証等の再交付申請
家族による申請と同様に、再交付の申請がで
きる

やさしい住まいづくり推進事業の申請
給付対象である要援護高齢者等の親族と同様
に、申請ができる

訪問理美容助成金の申請
給付対象である要介護高齢者等の親族と同様
に、申請ができる

要介護高齢者等おむつ給付申請
給付対象である要介護高齢者等の親族と同様
に、申請ができる

山田町移住支援金

交付要件を満たす東京圏からの転入者に対し
て、所定の金額を支給する際、個々の状況次
第によって同一世帯として適用される
※支援対象者の要件あり

政策企画課

町営住宅の入居 町営住宅への入居ができる 建設課

※制度導入前から柔軟に対応しているサービスも併記しております。
※基本的に、パートナーシップ・ファミリーシップ制度のご利用の有無にかかわらず、
サービスが受けられますが、確認のために受領証等の提示をお願いすることがあり
ます。（手続きがスムーズになることがあります。）

※詳しい要件等については、それぞれの担当部署にご相談ください。また、ここに掲
載のないサービスについても、状況によりご利用可能な場合がありますので、それ
ぞれの担当部署にお尋ねください。

※上記の他、利用可能な民間サービスもありますので、各事業者へご確認ください。

［申請書類等］

宣誓やその他手続きに必要な書類は、下記窓口に準備しているほか、リンク先ページよ
りダウンロードできます。

山田町政策企画課 まちづくり推進係
岩手県下閉伊郡山田町八幡町３－２０
TEL 0193-82-3111（内線363）


